[bookmark: _Hlk224717069]（様式）
京都市次期クリーンセンター整備事業に係る
計画段階環境配慮及び環境影響評価業務 企画提案書

令和８年　　月　　日
（宛先）京都市長
　　（受託希望者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者役職及び氏名　　　　　　　　　　　　　　　　


　
標記の業務について本要項及び業務内容を十分に理解したうえで、受託を希望しますので、下記のとおり提案します。

記
本提案に関する連絡先
（１）連絡先
	担当者役職及び氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	電子メールアドレス
	


（２）提案企業（団体）概要
	提案企業（団体）名
	

	代表者名
	

	本社所在地
	

	設立年月
	年　　月　
	常時使用する従業員の数（人）
	人

	資本金又は出資の総額
	千円
	売上金
（最新年度）
	千円
年度

	業務内容
	

	ホームページアドレス
	

	京都市を担当する
支社（支店）名
	



[bookmark: _Hlk221890526]
 (３) 業務実施計画
本業務の実施について、次のとおり提案します。
	① 環境影響評価の項目選定について

	



※　現段階の事業計画（想定含む。）及び地域概況を踏まえ、京都市環境影響評価等に関する条例の「技術指針」（令和4年、京都市告示第214号）表5の環境要因・環境要素関連表を作成するとともに、環境要素として抽出した理由又は抽出しなかった理由を記述してください。



	② 重要な調査、予測、評価の手法について

	



※　①で抽出した環境要素のうち、本事業において重要と考えられるものについて、調査、予測、評価の手法をマニュアル等の根拠を示したうえで、記述してください（複数可）。



	③ 業務スケジュールについて

	



※　令和11年度中の評価書提出に向けた業務スケジュールを示してください。なお、公告は図書の提出の日から起算して5営業日と想定してください。



	④ 業務の進め方と実施方針等について

	


※　本業務を円滑かつ適正に履行するため、どのように進めることができると自負していますか。お示しください。




 (
※
　記載欄等が不足する場合には、記載欄の拡張や複製等して提案書を作成してください。
また、提案内容を補足するための参考資料を添付することもできます。
ただし、ページ数の上限を、
業務実施計画
書
は1
0
ページ以内（A4サイズ両面印刷で
5
枚）、
参考資料は「任意様式」で（A4用紙
1
0ページ以内（A4サイズ両面印刷で
5
枚
）
）とします
。
)


[bookmark: _Hlk222301780]
（様式１）
企業の資格等
【建設コンサルタント登録】
	登録更新年月日
	登録番号
	登録部門

	　　年　　月　　日
	建　　第　　号
	□　廃棄物部門

	　　年　　月　　日
	建　　第　　号
	□　建設環境部門


注１）資格については該当する□にチェック（レ）を記入し、登録部門を証明し得る建設コンサルタント登録の写しを添付すること。
【類似業務実績】業務ごとに記入すること。（合計５件以内）
	業務名
（テクリス登録番号）
	業務概要
	発注機関
	履行期間

	

（　　　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
	
	
～


	

（　　　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
	
	
～


	

（　　　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
	
	
～


	

（　　　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
	
	
～


	

（　　　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
	
	
～



注１）類似業務とは、ごみ処理施設（焼却施設（ストーカー式）に限る。以下同じ。）の整備に係る環境影響評価条例に基づき実施した環境影響評価業務をいう。当該業務の実績について記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務の業務実績を優先して記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務については、分割契約の場合でも１件として記入すること。
　・都道府県又は市町村が制定する環境影響評価に関する条例又は要綱に基づく、「京都市環境影響評価等に関する条例」第３章の計画段階環境配慮に係る図書作成及びその手続に類する業務の実績を有する場合は、類似業務に記載しこれを証する書類を提出すること。
　・元請として契約した業務に限る。
注２）業務実績として挙げた業務については、業務内容が確認できる資料（テクリスの「登録内容確認書」等の写し、必要に応じて環境影響評価図書等の写し）を添付すること。テクリス未登録の業務については、それに代わる実績証明書類等を添付すること。なお、実績が確認できる箇所をマーキングすること。
注３）業務概要欄に、事業名称、手続の根拠条例（例：○○県環境影響評価条例）及び設置するごみ処理施設の概要（施設の所在地、種類、処理能力など）を記載すること。

（様式２）
業務実施体制及び業務実施者数
【業務実施体制及び業務実施者数】
本業務は、次の体制で実施します。
	管理技術者名
	

	照査技術者名
	

	担当技術者名
（　　　）人
	

	
	

	
	

	実施体制
	



※　当該業務に係る人員、作業フロー等を記載してください。





（様式３－１）
配置予定技術者（管理技術者）の資格等
【管理技術者】
	氏名
	
	経験年数
	

	所属・役職
	

	資格
	□ 技術士（「建設部門」の選択科目において「建設環境」）
□ 技術士（「環境部門」の選択科目において「環境影響評価」）
   その他（                                                                   ）


注１）資格については該当する□にチェック（レ）を記入し、登録部門を証明し得る建設コンサルタント登録の写しを添付すること。
注２）各配置予定技術者が所属する組織と直接的な雇用関係を有する者であることを証するものの写しを添付すること。

【類似業務の実績】：業務ごとに記入すること。（合計５件以内）
	業務名
（テクリス登録番号）
	業務概要
	発注機関
	履行期間

	

（　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
　（　　　　　　技術者として従事）　　　　　
	
	
～


	

（　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
　（　　　　　　技術者として従事）
	
	
～



注１）類似業務とは、ごみ処理施設（焼却施設（ストーカー式）に限る。以下同じ。）の整備に係る環境影響評価条例に基づき実施した環境影響評価業務をいう。当該業務の実績について記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務の業務実績を優先して記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務については、分割契約の場合でも１件として記入すること。
　・元請として契約した業務に限る。
注２）業務実績として挙げた業務については、業務内容が確認できる資料及び配置技術者が全期間において従事したことを確認できる資料（テクリスの「登録内容確認書」等の写し、または必要に応じて環境影響評価図書等の写し）を添付すること。テクリス未登録の業務については、それに代わる実績証明書類等を添付すること。なお、業務内容及び期間が判る箇所をマーキングすること。
注３）業務概要欄に、事業名称、手続の根拠条例（例：○○県環境影響評価条例）及び設置するごみ処理施設の概要（施設の所在地、種類、処理能力など）を記載すること。
注４）記入枠が少ない場合には、適宜追加すること。

【手持業務】：業務ごとに記入してください（合計５件以内）
	業務名
	業務概要
	履行期間

	
	
	

	
	
	


注１）手持業務の欄には、本業務開始時点において、他に受注している業務に従事している場合に、その業務名、概要及び期間を記載すること。
注２）記入枠が少ない場合には、適宜追加すること。

（様式３－２）
配置予定技術者（照査技術者）の資格等
【照査技術者】
	氏名
	
	経験年数
	

	所属・役職
	

	資格
	□ 技術士（「建設部門」の選択科目において「建設環境」）
□ 技術士（「環境部門」の選択科目において「環境影響評価」）
   その他（                                                                   ）


注１）資格については該当する□にチェック（レ）を記入し、登録部門を証明し得る建設コンサルタント登録の写しを添付すること。
注２）各配置予定技術者が所属する組織と直接的な雇用関係を有する者であることを証するものの写しを添付すること。

【類似業務の実績】：業務ごとに記入すること（合計５件以内）
	業務名
（テクリス登録番号）
	業務概要
	発注機関
	履行期間

	

（　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
　（　　　　　　技術者として従事）　　　　　
	
	
～


	

（　　　　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
　（　　　　　　技術者として従事）　　　　　
	
	
～



注１）類似業務とは、ごみ処理施設（焼却施設（ストーカー式）に限る。以下同じ。）の整備に係る環境影響評価条例に基づき実施した環境影響評価業務をいう。当該業務の実績について記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務の業務実績を優先して記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務については、分割契約の場合でも１件として記入すること。
　・元請として契約した業務に限る。
注２）業務実績として挙げた業務については、業務内容が確認できる資料及び配置技術者が全期間において従事したことを確認できる資料（テクリスの「登録内容確認書」等の写し、または必要に応じて環境影響評価図書等の写し）を添付すること。テクリス未登録の業務については、それに代わる実績証明書類等を添付すること。なお、業務内容及び期間が判る箇所をマーキングすること。
注３）業務概要欄に、事業名称、手続の根拠条例（例：○○県環境影響評価条例）及び設置するごみ処理施設の概要（施設の所在地、種類、処理能力など）を記載すること。
注４）記入枠が少ない場合には、適宜追加すること。

【手持業務】：業務ごとに記入してください（合計５件以内）
	業務名
	業務概要
	履行期間

	
	
	

	
	
	


注１）手持業務の欄には、本業務開始時点において、他に受注している業務に従事している場合に、その業務名、概要及び期間を記載すること。
注２）記入枠が少ない場合には、適宜追加すること。

（様式３－３）
配置予定技術者（担当技術者）の資格等
【担当技術者】：資格要件に定められた担当技術者のみについて記載すること。
	氏名
	
	経験年数
	

	所属・役職
	

	資格
	□ 技術士（「建設部門」の選択科目において「建設環境」）
□ 技術士（「環境部門」の選択科目において「環境影響評価」）
□ その他（                                                                   ）


注１）資格については該当する□にチェック（レ）を記入し、登録部門を証明し得る建設コンサルタント登録の写しを添付すること。
注２）各配置予定技術者が所属する組織と直接的な雇用関係を有する者であることを証するものの写しを添付すること。

【類似業務の実績】：業務ごとに記入すること（合計５件以内）
	業務名
（テクリス登録番号）
	業務概要
	発注機関
	履行期間

	

（　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
　（　　　　　　技術者として従事）　　　　　
	
	

	

（　　　　　）
	

事業名称（　　　　　）
根拠条例（　　　　　）
設置するごみ処理施設の概要
（　　　　　）
　（　　　　　　技術者として従事）　　　　　
	
	


注１）類似業務とは、ごみ処理施設（焼却施設（ストーカー式）に限る。以下同じ。）の整備に係る環境影響評価条例に基づき実施した環境影響評価業務をいう。当該業務の実績について記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務の業務実績を優先して記入すること。
　・方法書手続から評価書手続までの一連の業務については、分割契約の場合でも１件として記入すること。
　・元請として契約した業務に限る。
注２）業務実績として挙げた業務については、業務内容が確認できる資料及び配置技術者が全期間において従事したことを確認できる資料（テクリスの「登録内容確認書」等の写し、または必要に応じて環境影響評価図書等の写し）を添付すること。テクリス未登録の業務については、それに代わる実績証明書類等を添付すること。なお、業務内容及び期間が判る箇所をマーキングすること。
注３）業務概要欄に、事業名称、手続の根拠条例（例：○○県環境影響評価条例）及び設置するごみ処理施設の概要（施設の所在地、種類、処理能力など）を記載すること。
注４）記入枠が少ない場合には、適宜追加すること。

【手持業務】：業務ごとに記入してください（合計５件以内）
	業務名
	業務概要
	履行期間

	
	
	

	
	
	


注１）手持業務の欄には、本業務開始時点において、他に受注している業務に従事している場合に、その業務名、概要及び期間を記載すること。
[bookmark: _Hlk224717122]注２）記入枠が少ない場合には、適宜追加すること。
（様式４）

受託希望金額　

　　金　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）



社会的課題への貢献　

当社では、SDGsに資する取組として、以下を実施しています。

有・無

有の場合：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※　これからの1000年を紡ぐ企業認定や環境マネジメントシステム（ISO14001やKES等）の認証につき複数ある場合は、主なものを記載してください。また、それを証する書類の写しを提出してください。

（様式５）
令和　　年　　月　　日

（宛先）京都市長

[bookmark: _Hlk57647657]参考資料交付申込書


申込者
所在地：
商号又は名称：
代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：
ＦＡＸ番号：

担当者
部署名：
担当者氏名：
電話番号：
ＦＡＸ番号：



京都市次期クリーンセンター整備事業に係る計画段階環境配慮及び環境影響評価業務委託の公募型プロポーザルについて、参考資料の交付を受けたく申し込みます。なお、交付を受けた資料は本市の了解なく対外的に提供しないこと、受託候補者以外は令和８年７月末までに同資料を廃棄処分することを誓約します。




